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「母子保健システムの充実・改善に関する研究」 

喫煙の母子の健康に及ぼす影響に関する研究 

松山栄吉 

喫煙が肺癌の誘因になること、妊娠中の喫煙は胎児の発育を障害するおそれのあることは、

今では世間の常識となってきた。妊娠すると禁煙するのが普通となっている。公共施設に

おける禁煙の区域も、次第に増えきたことは喜ばしい。しかし喫煙に対する世間の認識は

まだ不十分で、とくに受動喫煙への関心は今なお低く、喫煙に対する公衆道徳的配慮も、

欧米の先進諸国に比してきわめて浅い。煙草産業従事者の喫煙規制に対する反発も著しく、

マスコミにおける広告も依然として派手に行われていて、今後なお大きな問題を残してい

る. 

今年度の研究により、次のような結果を得た. 

1)神奈川県のある公立中学生の常習喫煙者率はかなり高く、喫煙に対する知識は必ずしも

正確でなく、文部省の喫煙防止の手引書も有効に使用されていない. 

2)東京都の喘息患者の子どものいる家庭において、家族による受動喫煙の状態に曝されて

いる患者が多い。 

3)宮城県の国民健康保険の調査で、家族に喫煙者がいる 20 歳以上の非喫煙女性の場合、そ

うでない者に比して受療率や平均医療費はほぼ同じである。 

4)大阪府の公立小学生の喫煙経験者、最近喫煙者の割合は高く、これらの者の喫煙に対す

る認識は低い。 

5)札幌市の妊娠前からの喫煙者で、妊娠後の喫煙継続率は、最近やや減少の傾向にある。

妊娠中夫婦とも喫煙群では、出生体重の減少が著明である。 

6)東京都の調査で、妊娠中の喫煙が低出生体重児頻度と早産率の増加を正じ、在胎週数別

でも平均体重でも、喫煙群は非喫煙群に比し有意に少ない。 


